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サプライチェーン形成における小売・製造業者間でのジャン
プ過程を含む需要時系列の情報共有に関する均衡分析と応用

時永 祥三1,a) 岸川 善紀2,b)

概要：サプライチェーン形成 (SCM)で行われる小売・製造業者間の需要情報共有が利益拡大に有効とす
る分析結果が得られているが,需要時系列は自己回帰モデルやその拡張に限定されている.本稿では, SCM

における小売・製造業者間でのジャンプ過程を含む需要時系列の情報共有に関する均衡分析と応用につい
て述べる.本稿では小売業者が虚偽の情報を伝達することによる部分均衡の発生,および情報共有を繰り返
す多期間における均衡点の存在を述べる. 更に,情報共有項目が増加する場合について,局所的交流をする
エージェント挙動の分析手法を用いて, 多期間における均衡点の存在を証明する. 次に,需要時系列にジャ
ンプ過程が含まれる場合への一般化と, 最適生産の基本モデルについて述べる. 応用例として,人工的に生
成された需要時系列データを入力とした情報共有の評価を論じ,本稿の手法の有効性を示すとともに,現実
データへの適用可能性を考察する.
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1. まえがき

サプライチェーン形成 (Supply Chain Manage-

ment:SCM)において,市場の製品需要をどのように予測す

るかという分析に加え, 小売・製造業者間で需要情報をど

の程度共有するかにより生産におけるコストが大きく変動

することが知られている [1]-[11]. 特に小売・製造業者間の

情報共有により,利益拡大を達成可能とする均衡分析の結

果が知られている [6]-[11]. しかしながら,従来研究におい

ては,需要時系列は自己回帰モデルやその拡張に限定され

ており, 多様な情報により記述される需要時系列のもとで

の結果が同様かは分かっていない. 一方,時系列において

発生する急激なジャンプ状の変動 (ジャンプ過程)を含む

モデルについて広く応用がなされており,例えば株価や為

替レート変動の分析へと適用されている [12]-[19].本稿で

は,SCMにおける小売・製造業者間でのジャンプ過程を含

む需要時系列の情報共有に関する均衡分析と応用について

述べる [20].以下 2.ではサプライチェーンと情報共有の効

果分析について述べる.3.では需要時系列におけるジャン

プ過程と最適生産について示し, 4.では応用例を与える.
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2. サプライチェーンと情報共有の効果分析

2.1 サプライチェーンと情報共有のレベル

本稿では SCMにおける小売・製造業者間でのジャンプ

過程を含む需要時系列の情報共有に関する均衡分析と応用

の議論について, (1)小売・製造業者における共有情報が複

数の場合における均衡分析, (2)需要時系列にジャンプ過程

が含まれる場合の議論,の 2点を行っている.

SCMにおいては,小売業者が製造業者に注文を出す場合

に,注文量に変動が発生する原因についての数理モデルが

提案されており, 最終的な生産数量が激しく変動する結果

を生み, その現象を Bullwhip Effectと呼ぶ [1].その発生原

因は, 1)需要予測の誤差, 2)注文の形式, 3)商品不足への

反応, 4)価格への反応,とされている. 小売・製造業者間の

情報共有は,Bullwhip Effect抑制の手段として有用である.

情報共有の形態とその効果については,さまざまなモデ

ルが議論されている.以下では本稿に関連するモデルに限

定して先行研究の結果をまとめる.

小売業者が需要情報を製造業者に正しく伝えない場合に

は, 両者が得る利益は,本来得ることが可能な利益から乖

離する.この原理を, 文献 [5]に従い簡単に整理する. 以下

のように記号を定義する.需要が大きい (小さい)ときには,

記号 h(l)を添え字として i = l, hのように用いる.

X:需要, p:小売による商品単価, r:製造業者への支払い単
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価, c, hc, gc:製造業者の商品 1単位当りコスト,追加生産コ

スト,在庫コスト, θi:需要の縮小 or拡大を示すパラメータ,

Di = θiX:需要予測値, Ki:製造業者の製造レベル

また θi = θl となる確率を αにより定義する.

小売・製造業者が最大化する評価関数は,それぞれ次の

ように与えられる. ただし関数 (x)+ は x > 0なら x,それ

以外はゼロと定義される.

u(θi,K) = rmin(K,Di)− hc(K −Di)
+ − cK (1)

v(θi,K) = (p− r)min(K,Di)− gc(Di −K)+ (2)

このとき情報共有情報交換が, 1回に限定して行われる

ときには, 小売・製造業者が獲得できる利益は,次のいずれ

かに限定される. 製造業者が小売業者の情報を信頼してお

り,需要予測がそれぞれ高い (h)あるいは低い (l)場合の製

造レベル (Kh,Kl)は, 次のようになる.

Kh = argmaxKE[u(θh,K)],Kl = argmaxKE[u(θl,K)](3)

また製造業者が小売業者の情報を信頼しない場合には, 情

報に無関係に製造が行われ,そのレベルは次のようになる.

K0 = argmaxK [(1−α)E[u(θh,K)]+αE[u(θl,K)](4)

製造業者が小売業者の伝達する需要予測をそのまま信頼し

て, 生産を行った場合,両者の利益は,次のようになる.

u∗ = (1− α)E[u(θh,Kh)] + αE[u(θl,Kl)] (5)

v∗ = (1− α)E[v(θh,Kh)] + αE[v(θl,Kl)] (6)

一方では,製造業者が小売業者の情報をまったく信頼しな

いで生産を行った場合,両者の利益は,次のようになる.

u0 = (1− α)E[u(θh,K0)] + αE[u(θl,K0)] (7)

v0 = (1− α)E[v(θh,K0)] + αE[v(θl,K0)] (8)

しかしながら一方では,生産レベルを慎重に選択すること

により, 次のような両者にとって最大の利益が獲得できる

ケースが存在することが証明される (均衡点の存在).

Kc
i = argmaxKE[u(θi,K) + v(θi,K)] (9)

この場合,両者の利益は,それぞれ u0, v0 大きくなる.

2.2 複数項目の情報共有の均衡:局所的交流を用いた証明

以下では,以前われわれが示した局所的交流をするエー

ジェント平面配置のもとでのクラスタ形成のモデルにおけ

る方法論を適用して,より分かりやすい証明を示すことに

する [21]-[24].

最初のモデルとして,平面上の均等な格子点に小売業者

と製造業者を代表するエージェントが配置されたモデルを

仮定する.これらのエージェントの特性は 1つの状態変数

で記述されると仮定し, 格子点 aにおけるエージェントの

時刻 tにおける状態変数を xa(t)とする. xa(t) = 1の場合

には両者は相互に信頼し,全部の製品の製造と調達を行う.

逆に xa(t) = 0の場合には,信頼が存在せず,製造と調達は

行われない.一般には xa(t)は 0との 1の中間にある.

エージェントは aを中心として周辺の範囲 r内の場所 b

でのエージェントの情報だけを利用する. 格子点 aから見

た格子点を bとして, aと bとのユークリッド距離が r 以

下となる格子点 bのエージェントの情報を用いる.これを

b ∈ Sa と表現し, Sa に含まれる bの個数を Na とする. 具

体的には,小売エージェント (小売）が製品の調達を行う範

囲は格子点 aだけではなく, 周辺 Sa まで拡張して行うこ

とができると仮定している.次のように変数を定義する.

qda(t), q
s
a(t):格子点における需要,供給の其々の総量, qa(t):

格子点における最終的な取引数量, ca(t):小売が情報共有に

より調達する製品数量, ha(t):小売が情報共有以外で調達す

る場合の製品数量, σ:小売が情報共有以外で調達する場合

の限界生産性

σは, 小売エージェントが当面の相手である製造エージェ

ント (Sa に存在する)以外から調達する場合の効率であり,

この値が大きいほど外部からの調達が有利となる.

この最適化問題を小売と製造のそれぞれの立場から解い

た場合には, 部分均衡の解しか得られないことが示されて

おり, 双方のエージェントの利害を調和させる第 3者を導

入することで解を求める対案を用いる [21]. すなわち,最大

化する関数を次のように定義する.

max
ha(t),ca(t)

ϕ[ha(t) + ca(t)] (10)

拘束条件は,次のようになる.

ha(t) ≤ σ[1− xa(t)], q
s
a(t) ≤ xa(t) (11)

qda(t) =
∑
b∈Sa

p(a, b)E[qb(t)], ca(t) ≤ min[qsa(t), q
d
a(t)](12)

ここで p(a, b) は, 格子点 a のエージェントが周辺へ格子

点 bから調達する割合 (確率)であり, 以下では簡単のため,

p(a, b) = 1/Na としておく. この最適化問題について,関係

式の代入を行い整理すると,最終的に次の問題を解くこと

に帰着される [21].

max
xa(t)

ϕ[[(1− xa(t)]σ+min[xa(t),
∑
b∈Sa

p(a, b)xb(t)]](13)

なお関数 ϕ(.)は特別な形状を仮定する必要は無いので,

単純に ϕ(z) = z としておく.次に, 上に示した定式化にお

いて,エージェントの行う行動を,別の方法により最適化す

る代替操作を導入する. すなわち,エージェントの時刻 tに

おける状態は,近似的に時刻 t− 1と同じであるとする仮定

(適合的期待による行動) を用いる近似を行う.
ここで,状態変数 xa(t)(xb(t)も同様) が 1か 0か離散的
な値をとるケースを議論する. 式 (13)に示す最適化問題の
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解を与えるエージェント行動は, 次の通りである [21].

xa(t) =


0 if µ(xa(t − 1)) < σ;

0or1 if µ(xa(t − 1)) = σ;

1 if µ(xa(t − 1)) > σ;

(14)

µ(xa(t − 1)) =
∑

b∈Sa

p(a, b)xb(t − 1) (15)

状態変数が複数の場合の特性
次に,状態変数の数を増加させ,より一般的なエージェント
モデルを導入する [22][23]. まず格子点 aにおけるエージェ
ントの特性記述に用いる変数を,複数個x

(i)
a (t), i = 1, 2, ..., n

に拡張する. 周辺の格子点 bの複数の状態変数を参照して,

時刻 t+ 1における格子点 aでの i番目の状態 x
(i)
a を定め

る方式は, 次のように記述できる (tの表示は省略).

µ(x
(i)
a ) =

M∑
j=−M

∑
b∈Sa

p(a, b)wjx
(i+j)
b ,

M∑
j=−M

wj = 1 (16)

x
(i)
a =


0 if µ(x(i)

a ) < σ;

0or1 µ(x(i)
a ) = σ;

1 if η(x(i)
a ) > σ;

(17)

ただし,i+ j 番目の状態ベクトルの範囲が n, 1 を超えた場

合には,それぞれ,i+ j − n, i+ j +1へと置き換えることと

する (トーラス状の対応関係).

2.3 局所的交流モデルの変更による小売・製造業者間の

情報共有の分析

これまで述べた格子点のそれぞれに小売・製造エージェ

ントを配置するモデルを,本論文で議論する問題に適用す

るため,次のように変更する.

(1) 単独の格子点への小売・製造エージェントの配置

小売エージェントと製造エージェントは各 1人のみで,

両者の過去の取引関係が参照されて, 現在の情報共有の関

係が決定されると仮定する.簡単のため, 小売・製造エー

ジェントは原点 (0, 0)に配置されているとする.

(2) 過去の状態を格子点の周辺に配置する局所的交流

情報共有の履歴を利用することにより, 現在の格子点に

おける両者の関係が決められる設定であるため, 時刻 tの

進行とともに,格子点の状態を周辺に移動させながら,格子

点 (0, 0)での時刻 tにおける状態を決定する.

(3) 小売・製造業者の正しい情報共有の利益

格子点 (0, 0)にある小売・製造エージェントは,正しい情

報共有を行うことによりある一定の利益が得られることは

知っているが,一方では, 虚偽の情報共有によっても,利益

が得られるケースが存在することも知っていると仮定する.

次の時刻 t+ 1に,どのような判断をするかは,周辺に配置

された小売・製造エージェントの過去の行動を参考に行う

と仮定する.用いる式は式 (14)-(17)と同様である.

このような条件のもと,エージェントの状態のクラスタ

が形成されるかどうかを検証するとシミュレーションでは,

時間の経過とともにすべての格子点の値が 1か 0になる.

これを, 本稿の情報共有行動で解釈すると, 情報共有するこ

とによる利益が小さい場合は,時間の経過とともに状態は

すべて 0,一方,情報共有を行わないと利益が減少する場合

は,時間の経過にかかわらず,情報共有が継続される.

3. 需要におけるジャンプ過程と最適生産

3.1 需要時系列におけるジャンプ過程のモデル化

これまで述べてきた SCMにおける生産計画決定に用い

られる需要関数を, ジャンプ過程を含むものへと拡張する

[12]-[19]. まず,上昇 (下降)ジャンプにはジャンプの開始

(go)と,その後もとのレベルに復帰する動作 (back)とから

なると仮定する. 時間間隔 dtの間における価格 D の変化

dDは,次のように書ける (上昇ジャンプの場合).

dD = α(D, t)dt+(J1−D)λgodt+(J2−D)λbackdt+σDdz(18)

ここで α(D, t)は,周期的な変動など定常的な挙動を与

える関数である. dz はブラウン運動の微分値であり,また

λgo, λback は単位時間当たりの開始 (go)と復帰 (back)ジャ

ンプの発生確率であり, J1, J2 はこれらの 2つの動作の大

きさに対応しており,正規分布に従うと仮定する.すなわち,

N(a, s)を平均が a,標準偏差が sである正規分布として,上

昇（下降）ジャンプを次のように仮定する.

上昇：J1 ∼ N(a11, s11), J2 ∼ N(a12, s12)

下降：J1 ∼ N(a21, s21), J2 ∼ N(a22, s22)

ジ ャ ン プ の 開 始 と 復 帰 (go,back) の 発 生 確 率

λgo(D), λback(D) を規定する関数の形状については,

図 1 に示すような区分線形のやや簡単なものを仮定する

[13][16] [17]-[19].図 3において上昇 (下降)ジャンプの発生

確率を, D(t)の関数として示している. これらの図 1より

分かるように確率 λgo(D), λback(D) はある閾値 (DT11 な

ど)の上下で変化することを仮定しており,遷移する領域

を除いては一定値 (θ11 などとして定義)である.
λgo λback

DT11 DT12

DT21 DT22

D（Demand) D

D D

λgo λback

(a) Upward Jump

(b) Downward Jump

図 1. 上昇 (下降) ジャンプにおける確率 λgo, λback

(上:上昇ジャンプ, 下:下降ジャンプ)

Fig.1-Probability of λgo, λback in upward(downward) jumps

(upper:upward jump, lower:downward jump).

3.2 製造業者の最適化行動の偏微分方程式による記述

製造業者は予測された需要時系列をもとに, 自身の利益

を最大化する生産を行う.この場合の関係式を導出する.

R(t)を時刻 tにおける最適な在庫数量, c(t)を最適な生

産数量とする.この場合, 次のような関係式が得られる.
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dR(t) = [c(t)−D(t)]dt. (19)

上に述べたような前提のもとで, 現在の時刻 tから最終の

時刻 T までの製品の製造販売による価値を最大化する問題

の解を求める手順を示す. 与えられた評価関数の最大化問

題は,次のものである.

V (D,P, f, c, t, R) = max
c

E[

∫ T

t
e
−ρ(t−τ)

F (D,P, f, c, t, R)dτ] (20)

F (D,P, f, c, t, R) = PD(t)−A(c(t), f)−H(R)−B([D(t)−c(t)−R(t)])(21)

ここで, P, f は一個の製品の価格と製造に必要なコスト

である (定数を仮定). また A(.),H(.), B(.) は製品を生産

するコストを表す関数, 在庫コスト関数, 在庫切れ (back

order)コスト関数である. ここで,関数B(.)は,製品価格が

下落して, 製造するより直接製品を調達する方が有利な場

合に,製品の製造数量を調整するための関数として用いる.

なお関数 B(x)は本稿では次の近似的な関数を用いている.

B(x) = 0.5x(1 + tanh(10x)) (22)

ρは,このような投資問題で設定する定数で,時間経過とと

もに価値が減少する割合 (割引率)を示す.

式 (21),(22)における最大化問題を解くことで, 次の偏微

分方程式が得られる.ただし添え字の k = 1, 2はそれぞれ

ジャンプの発生と復帰 (go, back)に対応している.

max
c

[L(V )+F (D,P, f, c, t, R)+(c−D)VR]+
2∑

k=1

λkE[V
(+,D)
k

−V ] = 0(23)

上に示した偏微分方程式において,決定変数である c(.)

は,次に示す最大化問題の解として与えられる.

max
c

[F (D,P, f, c, t, R) + (c−D)VR] (24)

このように決定された cを代入して,利益 V (.)に関する偏

微分方程式を得ると,次のようになる.

0 = L(V ) + F (D,P, f, c, t, R) + (c − D)VR +

2∑
k=1

ϵkE[V
(+,D)
k

− V ](25)

以上のような確率微分方程式を,境界条件を定めること

により解けば,価格が決定される. この偏微分方程式の解

の終端条件は次のようになる.

V (D,P, f, T ; c) = 0. (26)

これまでの導出手順を用いると,変動要因に関する偏微分

方程式が得られるので,これを解くことにより評価関数の

最適化を行う決定変数 c(.)の値と,このときの評価関数の

値を求められる.偏微分方程式を数値的に解く方法として,

有限差分による計算法を使用する.

3.3 情報共有の対象となる項目

本稿では,需要時系列の生成モデルにおいて次のような

項目が,小売業者から製造業者に伝達されると仮定する.

(1) α(t)における周波数 ω0, (2) σ, (3) DT11(DT21), (4)

J1 ∼ N(a11, s11), J2 ∼ N(a21, s21)における a11,a21.

(1）については関数 α(t)は周期的であると仮定し,その

周波数 ωだけが伝達される. なおジャンプ発生の確率であ

る θ11, θ12 などは,最初の段階では定数と仮定する.

4. 応用例

4.1 情報共有のレベルと生産効率

以下では,シミュレーションを基礎に (1)本稿で提案す

る需要時系列にジャンプ過程が含まれる場合の, その時系

列生成モデルのパラメータの共有の効果分析, (2)現実に観

測される需要時系列とこれに対して小売業者が行う需要予

測との差異の分析,の 2つの事項を取り扱う.

まず,本稿で提案する SCMにおける情報共有の価値評

価について, シミュレーションをもとに考察する.情報共有

される需要時系列に関するパラメータの値が,設定された

標準的な値から乖離して小売業者から製造業者に伝達され

た場合の,利益の損失を評価する. この場合の,基本となる

標準的な需要時系列に関するパラメータについて, シミュ

レーションの条件を以下のように設定する (基本設定).

上昇ジャンプの場合:

α(x, t) = 0.4[(15 sinωt + 27 − x)], ω0 = 0.26, σ =

0.2, DT11 = 100, DT12 = 100, a11 = 700, s11 = 100, a12 =

100, s12 = 10, θ11 = 0.01, θ12 = 0.85

下降ジャンプの場合:

α(x, t) = 0.4[(15 sinωt + 27 − x)], ω0 = 0.26, σ =

0.2, DT21 = 100, DT22 = 50, a21 = 50, s21 = 20, a22 =

50, s22 = 20, θ21 = 0.01, θ22 = 0.85

小売業者が需要時系列を分析し時系列を記述するパラ

メータを予測して,製造業者へ伝達することとして, 情報共

有を定義する.伝達するパラメータの値である情報は, 予

測誤差が含まれて本来の真の値から乖離することや, 小売

業者が意図的に虚偽の情報を伝達するケースも含まれてい

る. 製造業者は小売業者から伝達された需要時系列のパラ

メータを用いて,この条件のもとで最適と思われる生産を

実施する. 一方市場では,製品は実際の需要時系列にした

がった販売が実施される.この結果,製品の過剰や不足が発

生し,需要予測が正確である場合と比較して,損失が発生す

る.この損失を評価することで,情報共有の価値を測る.

具体的には,情報共有の価値は時間間隔 t = 1 ∼ T にわ

たる製造業者の獲得するキャッシュフローである数値,す

なわち V (0)を用いて測定する. もし,小売業者と製造業者

の間での情報共有が完全であるならば V (0)の数値は最適

生産を仮定した場合の数値 (V (0)P として表記する) に等

しいであろう.一方,情報共有が完全ではない場合には, こ

の数値 V (0)(V (0)S として表記する)は数値 V (0)P から離

れることになる.したがって,この 2つの数値の差を検証す

ることで, 情報共有の価値を見ることができる.

以下では情報共有が正確にははかられないケースを仮定

し, 以下の 4つのケースCase I～Case IVを考察する. Case

I～Case IVにおいては,分析の対象となる 4つの項目がそ

れぞれ乗数 0.5, 1.2, 1.5および 1.8により正確さが失われ

ると仮定しておく.例えば Case Iでは ω の代わりに, 誤っ
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た情報として 0.5× ωが伝達される. 表 1には,シミュレー

ションをもとに得られた情報共有の価値を次のような評価

尺度 Qを定義し,まとめている.

Q = (V (0)P − V (0)S)/V (0)P (27)

この表 1から,(1) ω0 はつねにおおきな影響を与えてい

る, (2) σは正しい値からの乖離に従って大きな影響を与え

る, (3) ジャンプの生起確率DT21, a21 などのパラメータ推

定の精度は大きな影響を与えない,ことなどが分かる.
表 1. 情報共有価値計測のための指標 Q の例 (上昇)

Table 1.Examples of indicator Q for evaluating information

sharing (cases occurred in upward jumps)
forward Case I Case II Case III Case IV

ω0 0.12 0.11 0.11 0.12
σ 0.04 0.12 0.19 0.14

DT11 0.01 0.01 0.01 0.01
a11, a21 0.01 0.02 0.03 0.05

表 2. 情報共有価値計測のための指標 Q の例 (下降)

Table 2.Examples of indicator Q for evaluating information

sharing (cases occurred in downward jumps)
forward Case I Case II Case III Case IV

ω0 0.13 0.12 0.12 0.13
σ 0.03 0.10 0.16 0.14

DT21 0.004 0.008 0.008 0.005
a21, a21 0.0004 0.002 0.004 0.009

4.2 需要下落からの回復が緩やかな場合の情報共有の価値

ジャンプ過程発生に関するパラメータについて,情報共

有は, 生産や利益にはあまり影響を与えていない. これは

ジャンプの発生が瞬間的でかつ, すばやく元のレベルに復

帰する時系列生成モデルであるため, この条件を緩和した

場合の情報共有の価値について考察する.具体的には需要

の下落が発生し,それからの回復が緩やかな場合である (例.

キャズム)[30][31].このような時系列を人工的に生成するた

め, ジャンプからの回復を定めるパラメータである θ22 を,

基準設定より小さくする. ここではシミュレーションをも

とに, 以下のように,パラメータを変化させた場合の指標の

計算を行う (No.1～4などで区別する).

θ22 = 0.6(No.1), 0.4(No.2), 0.2(No.3), 0.1(No, 4)

なお,このシミュレーションでは小売業者は実際発生す

る需要の下落の継続を感知できない, あるいは感知しても

製造業者と全く情報共有を行わないと仮定する.

下降ジャンプの発生条件を変更した場合に,シミュレー

ションで推定される Qの値を次のように簡潔にまとめる.

Q = 0.012(No.1), 0.023(No.2), 0.045(No.3), 0.087(No, 4)

下降ジャンプからの復帰確率 θ22が小さい場合, Q = 0.087

に達している.これは,前節で議論した小売・製造業者間で

の情報共有の不完全さにより失われる利益に匹敵する.

4.3 現実データ分析の試み

本稿で示した小売・製造業者間における需要時系列の情

報共有の効果分析について,いくつかの現実データを用い

た考察を行う.

本稿では,公表されている小売業者の需要予測と実際の

販売実績の時系列データをもとにして, パラメータ推定

の差異を分析する. 今回は,事例 1(文献 [1]), 事例 2(文献

[11]) の 2つの需要と予測のデータを用いる.図 2に,事例

1の時系列データを示す. 図 2では,実際に発生した需要は

S-Realized,小売業者の予測需要は S-Forecastとして表示

し区別する.

時系列を生成するモデルを当てはめパラメータを推定す

る対象の時系列は, S-Realized および S-Forecastの 2つが

ある.これらの両方についてジャンプ過程を含む時系列モ

デルを当てはめ,パラメータを推定し,これらの差異を議論

する.なお観測された時系列について,ジャンプ過程を含む

時系列モデルを当てはめパラメータ推定を行う方法として,

以前,われわれが提案した遺伝的プログラミング (GP)手

法と多段ファジイ推論を用いる方法 [5][19][22] [25]-[29]を

事例 1，2の時系列データに適用すると,表 3のように時系

列の生成モデルのパラメータの推定値の差異として, 需要

時系列と予測時系列の間に存在するモデル間の相対誤差が

得られる. 表 3においては,例えば ω0 について S-realized

に対して得られるパラメータの推定値 (ωR)と, S-forecast

に対して得られるこの推定値 (ωF )に対して求めた相対誤

差 |ωR − ωF |/ωR を示している. 表 3より,ジャンプ過程の

発生に関するパラメータの推定値の差異が大きく,小売業

者は過大に需要変動を予測している.

これより,小売業者による実際の需要予測が, 真の需要か

らかけ離れるケースが存在する. この差異を,前節のシミュ

レーション分析にあてはめると, 本来得られる利益からの

損失として Qが推定でき, 表 3に, (Q = 0.12)などと記述

している.この数値より,人工データの場合に発生する最も

悪いケースに相当する損失の発生が確認される.
表 3. 時系列の生成モデルのパラメータの推定値の差異

Table 3 .Difference of estimated parameters obtained for

generation model of time series
parameters Example 1 Example 2

ω0 0.70(Q = 0.12) 0.81(Q = 0.13)
σ 0.76(Q = 0.14) 0.85(Q = 0.16)

DT11 1.80(Q = 0.01) 1.85(Q = 0.01)
a11, a21 4.50(Q = 0.01) 4.70(Q = 0.01)
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図 2. 観測された需要時系列と予測の時系列 (事例 1)

Fig.2-Observed time series and its forecast (Example 1)

5. むすび

本稿では SCM におけるジャンプ過程を含む需要時系列

の情報共有に関する均衡分析と応用について述べた.まず,

SCMにおける小売・製造業者との間での情報共有につい

て先行研究を整理し, 更に,情報共有する項目が増加する場

合について, 局所的交流をするエージェント挙動の分析手

法を用いて, 均衡点の存在を証明した. 次に,需要時系列に
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ジャンプ過程が含まれる場合への拡張と, 最適生産との比

較により情報共有のレベルの評価を行う定式化を示した.

応用例では人工時系列データを用いた小売と製造間での情

報共有の評価を論じ,現実データへ適用可能性を考察した.

今後,本稿の手法を現実のジャンプ過程を含む需要・価

格変動での最適化問題に適用し,有効性を検証予定である.
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